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資本業務提携に関するお知らせ 

 

 

 当社は、2021年 11月 11日にIoTを使った在庫・発注管理のＤＸソリューション「スマートマットクラウド」等

を展開する株式会社スマートショッピング（以下、「スマートショッピング」）との間で、資本参加を含む業務提携  

契約を締結いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

１．資本業務提携の目的 

 スマートショッピングは、“日々のモノの流れを超スマートに”という考えのもと、オフィス・飲食店・工場・   

流通・病院など幅広い業種のビジネスユーザー向けにIoTを使った在庫・発注管理のＤＸソリューション「スマート

マットクラウド」、一般消費者向けには面倒な日用品の買い物の自動化を実現する「スマートマットライト」の開発・

販売を行っております。 

 両サービスのデバイスである「スマートマット」は、マットの上に積まれた商品の重さから在庫を自動で把握が 

できるとともに、残量が少なくなると自動で発注する機能が搭載されており、これまで累計約３万台、約800件の  

契約がなされております。 

 

 これまで両社は、お互いの経営資源を組み合わせることで、医療・介護現場においてどのようなビジネスモデルの

構築が可能か検討を進めてまいりました。 

 同社のスマートマットを活用することで、当社が展開するキュービックスシステム※１との連携による新たな付加

価値サービスの展開や、医薬品受発注システムとの連動による医薬品の自動発注、Amazon との連動による医療材料

等の自動発注といった医療機関・保険薬局向けの新たな取組みが期待できます。 

 

 今後、具体的なビジネスを推進していくためには両社の信頼関係をより強固なものとし、さらにこれまで積み重ね

てきた知識やノウハウ、ネットワークなど経営資源の融合が必要との認識に至り、資本参加を含む業務提携を行う 

ことに合意いたしました。 

 

 ※１：医薬品の個装箱に RFID タグを貼付し、医療機関や保険薬局に設置した IoT 保管庫に格納し、常時遠隔監視する  

ことで在庫や品質、入出庫状況をリアルタイムに検知、蓄積できるトータルトレーサビリティシステムです 

 

 

 

 



 

 

２．資本業務提携の内容 

 当社とスマートショッピングとの間で合意している資本業務提携の内容は、以下の通りです。 

（１）業務提携の内容 

   ① 当社グループのチャネルを活用した医療業界におけるスマートマットの普及・拡大 

   ② 医療業界におけるスマートマットを用いた新たなユースケース（活用事例）の創出 

   ③ 当社グループが保有する問い合わせ及びアフターサポート機能を活用した、医療業界におけるスマート 

マットのサポート体制の強化 

   ④ 当社が保有するキュービックスシステムとスマートマットのシステム連携等による新たな付加価値   

サービスの企画 

   ⑤ キュービックスシステムとスマートマットから生成されるデータを活用した新たなサービスの企画 

 

（２）資本提携の内容 

  当社がスマートショッピングに対して出資を行います。 

  （今回の出資により、出資比率は発行済株式総数の５％超程度となる予定です） 

  なお、出資額および諸条件につきましては公表を差し控えさせて頂きます。 

 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名称 株式会社スマートショッピング 

（２） 所在地 東京都品川区西五反田２－１－22 プラネットビル５Ｆ 

（３） 代表者 
代表取締役 志賀 隆之 

代表取締役 林 英俊 

（４） 事業内容 
通販支援サービスサイトの開発・運営 

自動発注・在庫管理IoTソリューションの開発・運営等 

（５） 資本金 ８億円（資本準備金等を含む） 

（６） 出資比率 主要株主等の出資比率は非開示 

（７） 設立年月日 2014年11月 

（８） 
当事会社間の 

関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（９） ＵＲＬ https://smartshopping.co.jp/ 

 
 
４．日程 

  業務提携契約締結日     2021年11月11日 

 

 

５．今後の見通し 

 本件に伴う業績への影響は軽微なものと見込んでおりますが、中長期的には当社グループの企業価値向上に資する

ものと考えております。今後、適時開示の必要性が生じた場合には速やかに開示いたします｡ 

 

 

以 上 


